





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































由” “民主主義” “平等” などのスローガンと同様、本質的に反動的、主観的唯心主義にも
とづくものととらえ」、それは、②「捜査員、裁判官の認識形成のロジックに反し、現実
とはまったく符合しない理論であ」り、それにもとづくと、③「司法要員が間違えをお
それて、萎縮してしまえば、犯罪人を野放しにすることになり、それは大多数の人々の
最大利益に合致」せず、「ごく少数の誤認拘留、間違った起訴、果ては誤判は不可避であり、
これをおそれていては敵との闘争に力が出せ」ず、④「司法要員の有罪の認識が法的な
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手続を経るに従ってしだいに法的な意味でも有罪となっていくのであるから、法的な意
味における推定と主観的認識は、基本的に一致している」ので、「判決が下されるまで法
律上、被告人を無罪と推定するのも正しくない」とする。そして、⑤「われわれにはマ
ルクス主義的、唯物主義的認識論にもとづく『事実を根拠とし、法律を準則とする』と
いう原則があり、これによれば冤罪は防ぐことができる」が、反対に「無罪推定をとれば、
この原則を放棄」することになるのである（230－232頁）。
（86）「中華人民共和国最高人民法院特別法庭規則（1980年11月６日、最高人民法院特別法廷
第１回会議採択）」第３条第４号（『歴史的審判』編集組編『歴史的審判』、1981年３月、
群衆出版社）、12頁。
（87）「彭真同志在幹部会議上的講話」（1980年11月）（前掲『歴史的審判』）、３頁以下、とく
に７頁。なお、「対特別法庭傍聴人員的講話」（1980年11月17日）（彭真『論新時期的社会
主義民主与法制建設』、1989年１月、中央文献出版社、65－72頁、『彭真文選（1941－1990
年）』、1991年５月、人民出版社、392－399頁）でそれぞれ、同じ発言が70頁と397頁にみ
られる。
（88）辻康吾『転換期の中国』（1983年８月、岩波新書黄版239）、28－31頁、32頁、33頁、34
－35頁。
　　 ちなみに、鈴木賢「どこへいく社会主義法　人民法院は裁判所か？」（『法学セミナー』、
1992年11月号、455号）によれば、①「開廷する前に判決が決まっている “先定後審” 問題」
（14－15頁）につづいて、②「法院が警察の捜査段階から事件に関与する “提前介入” 問
題」（15頁）が取り上げられ、「人民法院は西洋法でいう『裁判所』が備えるべき特質を積
極的に否定したところに成り立っている」が、「これでも裁判所か？」といった根源的な
問いを提示している（同頁）。とくに、79年旧刑事訴訟法のもと、②では、「重大な刑事事
件の場合、公安機関が捜査を行い、いまだ逮捕・起訴にすら及んでいない段階で、検察院・
法院が担当者を派遣して事前に事案の把握につとめることが、かなり一般的な現象となっ
ている」とし、「裁判員が犯罪の現場に赴き、被告人（この段階では被告人ではないはず
なのに、こうよばれる！）から自供を取ったり、公安や検察に対して提案や意見を述べ」、
「犯罪の発生と同時に公安から検察院、法院に連絡が入るシステム」（筆者はこれを一括
処理方式とよびたい）のもとでの「『提前介入』は、83年以降の急激な社会治安悪化に対
処するために展開された犯罪に打撃を加えるキャンペーン（“厳打” とよぶ）の中で現れ
た『新生事物』である」という（同頁）。
　　 なお、御手洗大輔の「人民司法に対する初歩的考察－『根拠地法制期』における裁判
組織構造の変遷を題材として－」（『中国研究月報』2007年４月号）という一文によれば、
その注(18)で、つぎのように拙稿に言及している。つまり、前稿で、「通山が『政治化』（＝
共産党の指導が前提とされ、三権分立を採用しない人民代表大会による司法に対する監
督システムなどが基本的に制度として存在していること）」として定義するその内容自体
を人民司法そのものとして理解するし、『正規化』の枠内での『政治化』やその枠を超え
た『革命化』とを区別して用いる意義を見出していない」（16頁）と。できればこの本稿
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をあわせて読んだあとで、筆者のいう「革命化」の極致ともいいうる「文革」前期の「司法」
をどうみるかという点ともあわせて、またふたたびコメントをいただければと考える。
[追記]　本稿は、2006年10月21日に、日本現代中国学会第56回全国学術大会（和光大学）の
自由論題（政治・法律）報告として筆者が行った「『七五年憲法下の中国人民司法』の再
考－『公判』・『宣判』大会の位置づけを中心に－」をもとに、それに対して大幅な加筆を
行ったものである。

